　『検証！「基本合意」のいま－あらためてその意義を問う－』
2018.2.15
弁護士　柴野　和善
１　「基本合意」への道のり
（１）悪法を正す裁判を決意
２００５年１０月３１日　障害者自立支援法　成立

２００８年１０月３１日　障害者自立支援法違憲訴訟　全国一斉提訴

· 違憲訴訟…立法府（国会）が作った法律が、憲法に違反することを司法府（裁判所）に訴える訴訟。憲法には違憲立法審査権が認められているが、具体的な紛争に基づいた裁判でないといけないことになっている。

（２）裁判で何を求めたか？

「障害」に対してお金を負担させる障害者自立支援法が、憲法に違反している。

①具体的には？

「利用者負担額○○○○円とした部分を取り消せ」

国や市は、障害のある人が受けている福祉について、７９２０円の自己負担をさせるという決定をした。この決定を取り消せと求める。
　②条文では？

障害者自立支援法２９条３項
「介護給付費又は訓練等給付費の額は、障害福祉サービスの種類ごとに指定障害福祉サービス等に通常要する費用につき、厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額の百分の九十に相当する額とする。」
　…障害のある人が受けた福祉にかかる費用について、国は100分の90しか支給しない、残りの１割を、障害のある人に自己負担しなさい、という定め。
③「自己負担額」が具体的に意味する内容

重度の身体障害があり、自分の力で動くことも、自分の力で食事をすることも、自分の力で排泄することもできない障害者は、誰かの介助を得なければ、生きていくことができない。日中や夜間の移動・食事・排泄等々、生きるための全ての行動に介助が不可欠。
自己負担を求めることとは…
日中の移動や食事、排泄に、お金を払わなくてはならない。
夜間の移動や排泄をするのに、お金を払わなくてはならない。
つまり、お金支払わなければ、生きられない。
…障害があることに対してお金を払わせる法律。

④憲法に違反
ⅰ）障害のある人に対する、明らかな、差別。（１４条違反）
障害のある人たちだけに当たり前に生きるために自己負担。

障害のある人を差別し、社会保障の給付から排除してしまうような施策が規定。

障害のある人が受ける福祉を「益」と捉え、社会ではなく、障害のある人が負担をしろという法律。

ⅱ）障害のある人の豊かに生きることを壊す。（２５条、１３条違反）
　障害のある人たちを支えていた人間関係を「サービスと対価」という関係に分断し、その関係を破壊。
障害のある人の権利を保障すべき社会の責務の放棄。
　　ⅲ）要は…

障害のある人は、障害に応じた福祉を受け生きている。何も「利益」を受けているわけではない。贅沢をしているわけではない。障害のある人が、ごく当たり前に生きていくこと、それができるかどうかが、立法府や一省庁の裁量にゆだねられる。日本国憲法において、そんなことが許されていいはずがない！
（３）裁判の帰趨
　　　　被告（国）…原告らの請求は認められないと争う。

　　　　　　　　　　↓　　　政権交代（民主党）　　　　　　　　　　

　　　　　　訴訟遂行のあり方について検討のため猶予を。

＊　政府から協議の申し入れ（訴訟解決のため話し合いたい）

　　　　国との協議→基本合意文書調印（２０１０年１月７日）
（訴訟はこれを確認する和解で終了）
→国との約束、裁判所でも確認ずみ。
２　基本合意のポイント（括弧内は基本合意文書の項番号）

(1) 応益負担制度と障害者自立支援法廃止の公文書での確認（一）

(2) 障害福祉施策は基本的人権の行使の支援であることの確認（一）

　　　誰もが尊厳ある個人として生きていく権利があり、それは障害者も例外ではない。障害者が生きていくための福祉施策は、その憲法上保障されている基本的人権の行使のためであることを、国がはっきりと認めた画期的な内容である。

(3) 憲法に違反し、ノーマライゼーションに反するとした原告らの思いに対する国の共感（二１）

　　　国が、応益負担を個人の尊厳（憲法１３条）、法の下の平等（憲法１４条）、生存権（憲法２５条）、ノーマライゼーションに反するとした原告らと思いを同じくしたことを公にした。これは、応益負担が憲法や福祉の理念からも疑義があるとの主張について、司法判断を受けるまでもなく、その行政主務官庁が理解を示したという前例のないもの。

(4) 障害者自立支援法での立法過程・応益負担導入、障害者の尊厳を深く傷つけたことへの国の反省、反省を踏まえた今後の施策の約束（二２）

　　　障害者自立支援法は、その制定プロセスにおいても、また、応益負担等の内容においても、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことを国が明確に認め、これらに対する反省の意を表明し、その反省を踏まえた今後の施策を約束した。

(5) 「推進会議」などにおける原告団・弁護団指摘の問題点を踏まえた今後の検討・対応の約束（二３、三）

　　　障害者自立支援法には、応益負担以外にもさまざまな問題点があり、　　　その問題点についても、今後の新たな障害者制度改革のため設置された「障がい者制度改革推進本部」（及び下部組織）において、原告らの意見や要望書を踏まえて、議論し、しっかり検討し、対応していくことを約束した。

　　　「わたしたちのことを、わたしたち抜きで決めないで」と批判された障害者自立支援法の制定プロセスの反省を踏まえた、障害者の声を聴いた障害者制度改革のプロセスの一環といえる。

(6) 新法成立までの利用者負担の措置約束（四）

　　　障がい者制度改革推進本部で新法を策定している間にも、障害者は生活しており、応益負担により苦しませてはならない。応益負担のすみやかな廃止に向けた第一歩として、当面の措置として、障害者自立支援法廃止（新法成立）までの間、低所得（非課税）の障害者には障害福祉サービス及び補装具にかかる利用料負担を無料とする約束をした。

また、今回の予算編成の結果で実現できなかった自立支援医療にかかる利用者負担を当面の重要課題とすることの確認をした。

(7) 原告団・弁護団との基本合意履行確認のための定期協議

この基本合意がきちんと履行されているかを常に検証するため、今後も原告団・弁護団は政府との定期協議を継続することとし、その約束を明文化した。
３　基本合意に反する「障害者総合支援法」
２０１２年３月国会に上程され、同年６月に成立した「障害者総合支援法」は、廃止するべき障害者自立支援法を存続させる一部改正法案であり、国が被告として履行するべき法令廃止の約束に違反するもの。
（1）利用者負担

ア　基本合意

一　「国（厚生労働省）は、速やかに応益負担（定率負担）制度を廃止し、…」

　二　「応益負担（定率負担）の導入等を行ったことにより、…障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し、…心から反省の意を表明するとともに、この反省を踏まえ、今後の施策の立案・実施に当たる。」

　三　「…新たな福祉制度の構築に当たっては、現行の介護保険制度との統合を前提とはせず、…次の事項について…しっかり検討を行い、対応していく。①利用者負担のあり方」
イ　骨格提言

　　　障害に伴う必要な支援は、原則無償とする。ただし、高額な収入のある者には、収入に応じた負担を求める。その際、認定する収入は成人の場合は障害者本人の収入、未成年者の障害者の場合は世帯主の収入とする。また、高額な収入のある者の利用者負担については、介護保険の利用を含む必要なサービスの利用者負担を合算し、現行の負担水準を上回らない。

ウ　総合福祉法

障害者自立支援法第２９条が規定している１００分の９０を支給し、１００分の１０を利用者に負担させる法体系には変更がない。すなわち、骨格提言で示された原則無償であるべきという利用者負担についての本質的問題が解消される形での法体系になっていない。また、「家計の負担能力」のままであり、障害者本人だけで認定する骨格提言にも反する。
　　　また、介護保険優先原則が維持されており、基本合意で低所得者の障害福祉制度における無償措置があるにも関わらず、６５歳になると１割の応益負担が課せられる実態が生じている。
（２）支給決定のあり方

ア　基本合意

　　　基本合意締結に際して、原告団・弁護団から、どんなに重い障害を持っていても障害者が安心して暮らせる支給量を保障し、個々の支援の必要性に即した決定がなされるように、支給決定の過程に障害者が参画する協議の場を設置するなど、その意向が十分に反映される制度とすべきとの指摘がなされた。これを受け、国は障がい者制度改革推進本部における新法制定に向けての議論の際には、上記指摘を踏まえ、支給決定のあり方について、障害者の生活実態やニーズなどに十分配慮した上で、しっかり検討を行い、対応していく旨誓約した。

イ　骨格提言

新たな支給決定に当たっての基本的なあり方として、

1 　支援を必要とする障害者本人（及び家族）の意向やその人が望む暮らし方を最大限尊重することを基本とすること、

2 　他の者との平等を基礎として、当該個人の個別事情に即した必要十分な支給量が保障されること、

などが謳われている。

　　　また、障害者自立支援法の一次審査で用いられる障害程度区分認定調査項目の１０６項目は、特に知的障害、精神障害については一次判定から二次判定の変更率が４割から６割以上であり、かつ地域による格差も大きいことから、障害種別を超えた支給決定の客観的指標とするには問題が大きいとして、新法のもとでは、障害程度区分は使わずに支給決定をすべきであるとされている。

ウ　総合支援法

　　　支給決定のあり方については何らの見直しもなされておらず、ただ附則において、施行３年後を目途として障害支援区分の認定を含めた支給決定のあり方について検討を加え、所要の措置を講ずるものとされているのみであったが、３年後の見直しでも基本合意に沿った措置は講じられていない。

（３）報酬支払い方式

ア　基本合意

　　　裁判でも利用者負担の不合理性の徴表として主張され、基本合意では、国は、報酬支払いの方式についてもしっかり検討を行い、対応をしていく旨誓約した。

イ　骨格提言

　　　報酬支払い方式に関して、施設系支援にかかる場合と在宅系支援にかかる場合を大別し、施設系支援にかかる報酬については「利用者個別給付報酬」と「事業運営報酬」（人件費など）に大別し、前者を日払い、後者を月払いとする。在宅系支援は時間割り報酬とする。すべての報酬体系において基本報酬だけで安定経営ができるものとする。

ウ　総合福祉法

　　　何らの見直しもない。

（４）制度の谷間のない障害の範囲

ア　基本合意

　　　国は制度の谷間のない障害の範囲についてもしっかり検討を行い、対応していく旨誓約した。

イ　骨格提言

　　　新法が対象とする障害者は、障害者基本法第２条１項に規定する障害者をいい、かかる定義における心身の機能の障害には、慢性疾患に伴う機能障害を含むものとするとされた。　
ウ　総合支援法

骨格提言でも触れられた障害者基本法の定義は採用されず、ただ政令で定める一定の疾病等により障害のある者を対象に加える旨の改正がなされるに留まった。このように一部の疾病名のみを加える方法によれば、結局新たな制度の谷間を生み出す結果になるのみであるし、このような規定の仕方は障害者権利条約も前提とする障害の社会モデルの考え方にも沿わない。

４　原告・弁護団、「基本合意の完全実現をめざす会」のこれまでの取り組み
　（１）定期協議

　　　　基本合意の履行状況の検証のため、年１回のペースで開催。
　　　　次回２０１８年３月２６日で第９回を迎える。

　　　　（自民・公明政権に代わっても協議は継続している←国の約束）
　（２）声明・意見書の提出
　　　　障害者自立支援法一部「改正」案の廃案を求める抗議声明（→廃案）

　　　　障害者自立支援法「改正」法可決に対する声明

　　　　障害者基本法改正案に対する声明
　　　　緊急声明「国は障害者自立支援法『廃止』という約束を果たせ！」

　　　　抗議声明「基本合意と和解条項に違反する国の暴挙に強く抗議する！」

　　　　自立支援法廃止、総合支援法案の徹底審議を求める緊急要請文

　　　　「総合支援法」成立に対する抗議声明

　　　　障害者権利条約批准にあたっての声明

　　　　基本合意締結５年にあたっての声明

　　　　障害者総合支援法見直しにあたっての意見書

　　　　権利条約政府報告にパブリックコメント

「見直し法案」への意見書「基本合意/骨格提言/権利条約を実現せよ」

障害者総合支援法３年後見直し法成立にあたっての声明
国による「我が事・丸ごと」政策推進に対する意見
◆　◆　◆　◆　◆　◆

※【基本合意文書】は、完全実現をめざす会の頁の2010年1月7日のところから

ご覧いただけます。
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